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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税および地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については、記載しておりません。 

４．第33期から第35期までの各期における従業員数の増加は、業務拡張に伴う定期採用等によるものであり、第

36期の従業員の減少は不採算店舗の閉鎖等経営の効率化によるものであります。 

５．第35期および第36期については、当期純損失であるため株価収益率および配当性向の記載を省略しておりま

す。 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 2002年３月 2003年３月 2004年３月 2005年３月 2006年３月 

売上高（千円） 14,690,518 15,492,967 17,457,031 17,578,409 17,914,111 

経常利益（千円） 152,614 430,919 11,894 385,208 930,370 

当期純利益または当期純損失

（△）（千円） 
6,569 87,362 △266,443 △464,545 310,905 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 684,880 684,880 684,880 684,880 684,880 

発行済株式総数（株） 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 

純資産額（千円） 1,930,256 1,962,486 1,618,093 1,153,510 1,464,415 

総資産額（千円） 8,779,423 8,231,647 9,199,710 9,508,121 7,721,451 

１株当たり純資産額（円） 413.14 418.09 346.51 247.02 313.60 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額）

（円） 

13.00 

(6.50) 

12.00 

(5.00) 

7.50 

(7.50) 

－ 

(－) 

 8.00 

(－) 

１株当たり当期純利益または

当期純損失（△）（円） 
1.41 16.56 △57.06 △99.48 65.08 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 22.0 23.8 17.6 12.1 19.0 

自己資本利益率（％） 0.3 4.5 △14.9 △33.5 23.8 

株価収益率（倍） 510.6 40.8 － － 19.9 

配当性向（％） 924.7 72.5 － － 12.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
625,827 826,722 142,107 536,684 1,316,243 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△915,470 △697,953 △1,499,299 △100,309 △490,053 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,169,983 △882,512 1,375,170 549,581 △1,998,268 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
1,950,443 1,196,700 1,214,680 2,200,637 1,028,558 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

254 

(1,069) 

277 

(1,250) 

318 

(1,570) 

269 

(1,616) 

255 

(1,607) 



２【沿革】 

年月 事項 

1966年２月 玉堀建物株式会社（当社の前身）設立 

1969年６月 「株式会社なか卯」に商号変更 

1969年10月 第１号店「なか卯茨木店」を大阪府茨木市に設置 「うどん」の調理販売の事業を開始 

1974年４月 「なか卯梅田店」を大阪市梅田地下街に設置 「牛丼」の調理販売の事業を開始 

1978年４月 一部店舗の24時間営業を導入 

1980年10月 「なか卯烏丸店」を京都市上京区に設置 大阪府以外に初出店 

1988年８月 株式会社モスフードサービスと資本提携 

1989年３月 東京事務所を東京都新宿区に設置 

1989年11月 「なか卯亀戸店」を東京都江東区に設置 関東圏に初出店 

1989年12月 加盟店（フランチャイジー）の募集開始 

1990年１月 本部を大阪市淀川区西中島五丁目に設置 

1993年６月 商品センターを滋賀県竜王町に設置 

1993年12月 東京事務所を東京都中央区に移転 

1994年10月 「親子丼」を新規導入 

1997年12月 商品センターを大阪府泉大津市に移転 

1998年３月 「平成９年度 ごはん食推進優良事業者」として「農林水産大臣賞」を受賞 

1999年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

2001年10月 本部を大阪市淀川区宮原三丁目に移転 

2002年10月 親会社がニチメン株式会社に異動 

2003年２月 本店所在地を大阪市淀川区宮原三丁目に異動 

2004年12月 本店を大阪府吹田市江の木町に移転 

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場 

2005年３月 主要株主および筆頭株主が株式会社ゼンショーに異動 

 2005年８月 親会社が株式会社ゼンショーに異動  



３【事業の内容】 

 当社は丼、うどんを中心とした和風ファストフード店、及びそのチェーン本部の経営を行っております。 

当社の筆頭株主でありました株式会社ゼンショーは当社株式の公開買い付けにより、新たに1,261,400株を取得し、 

2005年８月５日付で当社の親会社に該当する会社となりました。株式会社ゼンショーは、フード業を営んでおりま

す。 

 当社の主要株主でありました双日株式会社は株式会社ゼンショーの公開買い付けに応募したことなどの結果、 

当社に対する議決権の所有割合はなくなりました。 

  

４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．親会社および主要株主に2005年８月５日付で異動があり、株式会社ゼンショーは新たに親会社に該当す  

る会社となりました。また、双日株式会社および双日ホールディングス株式会社は当社の主要株主でな  

くなりました。 

  

（2）子会社および関連会社 

   当社は子会社および関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

（3）その他の関係会社 

   該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記載

しております。 

 （注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記

載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権等の被所有
割合（％） 

関係内容 

株式会社ゼンショー 

（注） 1.2 
東京都港区 3,021,205  フード業 64.29 

当社に対する食材

の一部の販売  

資金借入・・有 

役員の兼任・・有 

  2006年３月31日現在

部門名 従業員数（人） 

直営店部門 171（1,594）  

フランチャイジー（加盟店）部門 9（  －）  

その他管理部門 75（   13）  

合計 255（1,607）  

  2006年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

        255（1,607）   33 才 ４ か月 ４ 年 11 か月 5,040,177 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、企業投資の拡大、雇用の拡大等による景気の上向き感が見られ、原油価格の高騰、

金利の上昇など一部に不安材料はあるものの、緩やかに回復の兆しを見せております。 

  外食産業におきましては、米国産牛肉の輸入再停止、鳥インフルエンザ問題等、食の安全性に係わる問題の影響

が懸念され、売上高が完全に回復したとは言い難い状況であります。 

 このような状況下、当社では、「カツ丼」の販売および季節感ある新商品の積極投入により、お客様に食を楽し

んでいただける環境作りに努めてまいりました。また、ゼンショーグループに属したことを契機として、同グルー

プでの共同仕入れにより可能となった豪州産牛肉１００％を使用した「新和風牛丼」の販売を開始する一方、物流

統合によるコスト削減に努めることにより、売上の確保と利益の拡大を目指してまいりました。  

 この結果、当期の業績は、売上高17,914,111千円（前期比1.9％増）、営業利益945,365千円（前期比107.0％

増）、経常利益930,370千円（前期比141.5％増）となりました。当期純利益は310,905千円（前期は、当期純損失

464,545千円）となりました。 

  

 部門別業績は次のとおりであります。 

〈直営店部門〉 

 当期における新規出店は７店舗、加盟店３店舗の直営化と２店舗の直営店譲渡および４店舗の閉鎖により、直営

店総店舗数は187店舗となり、売上高は14,422,694千円（前期比3.9％増）となりました(※上記閉鎖４店舗には、

新業態店舗１店舗の閉鎖を含みます）。 

〈フランチャイジー（加盟店）部門〉 

 当期における加盟店店舗は新規出店２店舗、直営店譲渡による出店２店舗、３店舗の直営化と２店舗の閉鎖によ

り、総店舗数83店舗となり、売上高は3,010,696千円（前期比6.1％減）となりました。 

〈その他部門〉 

 当期末における外販売上は冷凍親子丼および冷凍すだちおろしうどんの売上が順調に推移したため、売上高は

322,658千円（前期比20.8％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前期末に比べ 1,172,079千円減少し、

1,028,558千円となりました。 

 当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において営業活動の結果得られた資金は1,316,243千円（前期比145.3％増）となりました。 

 これは主に、当社が2005年８月にゼンショーグループに属したことにより、商品仕入れコスト引下げによる売 

上原価の低減を実現しただけでなく、新商品を季節に応じて順次導入したことなどが功を奏し、売上高が前期に 

比べ、335,702千円増加したことに加え、販売費及び一般管理費をコントロールしたことで、税引前当期純利益が

640,272千円となったことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は490,053千円（前期比388.5％増）となりました。 

 これは主に、当期における新規出店数が７店舗にとどまったものの、29店舗の改装を実施したことによる有形固

定資産の取得が併せて479,205千円あったことによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当期において財務活動の結果使用した資金は 1,998,268千円（前年同期は、得られた資金549,581千円）となり

ました。 

 これは主に、長期借入れによる収入が2,800,000千円あった一方で、長期借入金の返済による支出が2,108,187千

円あったこと、さらに短期借入金の返済による支出が2,690,000千円あったことによります。 



２【店舗、仕入および販売の状況】 

 当社は生産を行っておりませんので「生産実績」にかえて「地域別店舗の状況」および「商品仕入実績」を記載い

たします。 

(1）地域別店舗の状況 

 （注）１．減少欄数字は、閉鎖店舗等の数です。 

２．（ ）内数字は、直営店舗数（新業態店を含む）で内数であります。 

３．第37期中の増加数は14店舗となっておりますが、フランチャイジーからの直営店化３店舗を含めて表示して

おりますので、これを除くと新規出店数は11店舗となります。 

４．新業態店は回転寿司店であります。 

５．上表の「閉鎖店舗等」の内訳は、次のとおりであります。 

地域名 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

増加（店） 減少（店） 期末店舗数（店） 前年同期比（店） 

北海道地域 （北海道） 1  (－) －  (－) 19 (15) 1 (－)  

東北地域 （青森・山形・秋田・宮城） 2  ( 2) －  (－) 13 ( 4) 2 ( 2) 

関東地域 
（千葉・埼玉・神奈川・ 

栃木・茨城） 
2  ( 1) 1  ( 1) 37 (27) 1 (－)   

東京地域 （東京） 4  ( 4） 3  ( 1) 60 (47) 1  ( 3) 

中部地域 （愛知・岐阜・三重） －  (－) 2  (－) 14 (10) △2  (－)   

北陸地域 （富山） －  (－) －  (－) 1 (－)  －  (－)   

近畿地域 （滋賀・奈良・兵庫） 1  ( 1) －  (－) 28 (24)  1  ( 1) 

京都地域 （京都） 1  (－) 1  ( 1) 26 (17)  －  (△1) 

大阪地域 （大阪） 1  (－) 3  ( 3) 65 (40) △2  (△3) 

中国四国地域 （広島・愛媛） 1  ( 1) －  (－) 6 ( 2) 1  ( 1) 

九州地域 （熊本） 1  ( 1) 1  (－) 1 ( 1)  － ( 1)  

 合計 14  (10) 11  ( 6) 270  (187) 3 ( 4) 

 内訳 
 直営店 

なか卯店 10  5  187   5   

 新業態店 －  1  －   △1   

 フランチャイジー（加盟店） 4  5  83   △1   

項目 第37期 前年同期比 

直営店 
閉鎖（店） 4 △21 

加盟店化（店） 2 0 

 フランチャイジー 

（加盟店） 

閉鎖（店） 2 △2 

直営店化（店） 3 △10 



(2）商品仕入実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

部門別 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

仕入高（千円） 前年同期増減率（％） 

直営店部門   

なか卯店 4,333,945 1.5 

新業態店 63,053 △20.5 

小計 4,396,998 1.1 

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材 1,857,868 △15.2 

包装資材 48,331 △8.8 

消耗品・備品・その他  112,032 15.7 

小計  2,018,231 △13.8 

その他の部門   

外販仕入 297,979 19.3 

小計 297,979 19.3 

合計 6,713,209 △3.3 



(3）販売実績 

① 部門別販売実績 

 （注）１．販売数量については、販売品目が多岐にわたり記載が困難なため表示を省略しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

部門別 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期増減率（％） 

直営店部門   

なか卯店 14,295,794 4.2 

新業態店 126,900 △23.0 

小計 14,422,694 3.9 

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材 2,772,927 △6.4 

包材資材 76,392 △6.6 

消耗品・備品・その他 161,377 0.2 

小計 3,010,696 △6.1 

その他の部門   

外販売上 322,658 20.8 

小計 322,658 20.8 

商品売上高計 17,756,049 2.3 

その他の営業収入部門   

フランチャイズ加盟料 3,750 △34.8 

ロイヤリティ収入 131,900 △8.6 

その他の収入 22,412 △67.8 

その他の営業収入計 158,062 △28.0 

合計 17,914,111 1.9 



② 直営店の地域別販売実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

    ③ フランチャイジー (加盟店）に対する地域別販売実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

地域名 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期増減率（％） 

北海道地域 （北海道） 1,054,463 2.0 

東北地域 （宮城） 258,477 90.3 

関東地域 
（千葉・埼玉・神奈川・栃木・ 

茨城） 
2,054,866 △4.2 

東京地域 （東京） 3,950,470 4.6 

中部地域 （愛知） 673,861 △3.3 

近畿地域 （兵庫・奈良・滋賀） 1,649,565 6.9 

京都地域 （京都） 1,539,605 13.7 

大阪地域 （大阪） 3,148,815 1.0 

中国四国地域 （広島） 85,874 63.0 

九州地域 （熊本） 6,693 △77.7 

合計 14,422,694 3.9 

地域名 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期増減率（％） 

北海道地域 （北海道） 127,952 31.8 

東北地域 （青森・山形・秋田） 266,610 5.4 

関東地域 （千葉・埼玉・神奈川） 376,251 3.3 

東京地域 （東京） 493,225 △20.1 

中部地域 （愛知・岐阜・三重） 198,966 △11.9 

北陸地域 （富山） 15,806 1.4 

近畿地域 （奈良・兵庫） 133,181 △28.7 

京都地域 （京都） 292,115 △21.2 

大阪地域 （大阪） 917,477 5.0 

中国四国地域 （広島・愛媛） 173,686 0.2 

九州地域 （熊本） 15,424 △44.0 

合計 3,010,696 △6.1 



※ フランチャイジー（加盟店）の地域別販売実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当社では、ほぼ全店に「カツ丼」の販売を拡大してまいりました。また、季節感のある食事として、夏場の「やま

わさびうどん・そば」や冬場の「牡蠣とじ丼」「坦々うどん」等お客様に喜んでいただける商品の提供を目指してま

いりました。今後は、さらに安全・安心な食材による商品の提供を強化し、安心してお食事を楽しんでいただけるブ

ランド作りを目指してまいります。 

地域名 

第37期 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期増減率（％） 

北海道地域 （北海道） 268,238 38.8 

東北地域 （青森・山形・秋田） 617,587 4.6 

関東地域 （千葉・埼玉・神奈川） 860,565 0.3 

東京地域 （東京） 1,188,352 △20.4 

中部地域 （愛知・岐阜・三重） 466,400 △12.5 

北陸地域 （富山） 41,171 0.1 

近畿地域 （奈良・兵庫） 305,940 △29.5 

京都地域 （京都） 663,152 △19.9 

大阪地域 （大阪） 2,062,403 5.3 

中国四国地域 （広島・愛媛） 401,158 △0.1 

九州地域 （熊本） 39,617 △19.2 

合計 6,914,587 △6.3 



４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績や財務状況等に重大な影響を及ぼす可能性のある事項は以下のとおりであります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）原材料について 

  当社の主力商品のひとつである「親子丼」において、鳥インフルエンザの発生等による販売不振が発生するリス

クが考えられます。当社は安全な食材を継続的かつ安定的に調達することに取り組んでおりますが、今後もこのよ

うな事態が他の食材において発生することで、材料調達コストの高騰や消費の急速な減少が、当社業績に影響を与

える可能性があります。 

 (2）加盟店との関係について 

  当社は加盟店希望者とフランチャイズ契約を締結し、特定地区において店舗を出店する権利を付与しておりま

す。加盟店の事業活動結果としての損益責任は、契約上当社は法的責任を負わないことを明記しておりますが、当

社は加盟店に対して加盟店の事業活動に伴う食材卸売り等の売掛債権を有しており、加盟店の経営悪化による貸倒

引当金の増加が当社業績に影響を与える可能性があります。 

 (3）新規出店について 

  経済情勢の変化、優良土地の獲得競争激化等により新規出店が計画通り実現できないことが当社業績に影響を与

える可能性があります。 

 (4）法的規制について 

  当社が経営している外食事業のなか卯店舗は「食品衛生法」により規制を受けております。飲食店の営業におい

ては、厚生労働省令の定めにより都道府県知事の許可制となっており、万一食中毒等の事故を起こした場合には、

一定期間の営業の停止や営業許可の取り消し等を命じられることがあり、その場合に当社業績に影響を与える可能

性があります。 

  

５【経営上の重要な契約等】 

フランチャイジーとの加盟契約 

加盟契約の要旨 

１．当事者（当社と加盟者）の間で、締結する契約 

(イ)契約の名称 なか卯フランチャイズ契約 

(ロ)契約の本旨 当社の許諾による和食チェーン店経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること 

２．加盟に際し、徴収する加盟契約料、保証金、その他金銭に関する事項 

徴収する金銭の項   (a）加盟契約料     200万円 

ただし、既存加盟店の新規出店については次のとおりとする。 

第２号店      175万円 

第３号店以降    150万円 

(b）保証金       40万円 

(c）ロイヤリティ   総売上高の一定率（２％） 

３．使用させる商標、商号その他の表示に関する事項 

 当社は、その所有する商標およびサービスマークを加盟店が一定の条件のもとに使用することを許諾する。

４．契約の期間、契約の延長に関する事項 

 契約締結の日から５年間とする。ただし、期間満了３ケ月前までに当社または加盟店のいずれか一方から書

面による異議の申し出がない場合、２年間延長し、以後も同様とする。 



６【研究開発活動】 

  当社は、『元気になるごはん』を提供する和風ファストフードチェーンとして、「丼物」と「麺類」の組み合わせ

により、手軽な価格で、美味しく、楽しいお食事をお客様に提供し、満足していただくことを目指しております。 

 商品開発におきましては、「厳選した確かな食材」「お値打ち感の追求」「旬メニューによる季節感の訴求」「オ

リジナリティの訴求」「素早い提供」をテーマといたしました。 

 2005年10月より全国発売した「新和風牛丼」は、ゼンショーグループのマーチャンダイジング力を活用して「安全

な豪州産牛肉」を確保することにより実現した商品であり、お客様より「安心して食べられる牛丼」としての評価を

いただいております。 

 また、2004年12月の販売開始以来、販売店舗数を順次拡大してまいりました「カツ丼」は、新しい当社の顔とし

て、安定した支持をいただける商品となりました。 

 その他にも、北海道産の山わさびを使用しガツンと来る辛さで暑さを吹き飛ばす「山わさびうどん・そば」、中華

メニューでありながら和を感じていただける「坦々うどん」、寒い日に温かくなっていただける根菜たっぷりの「あ

んかけけんちんうどん」、広島産の厳選した牡蠣とこだわり卵が調和した「牡蠣とじ丼」、豪州産牛肉の「牛カルビ

丼」、新しい和風感覚の「トマトうどん」など、季節限定新商品の投入を行いました。また、従来から幅広い層のお

客様より支持を頂いている「親子丼」、「ビーフカレー」、夏の「すだちおろしうどん」、冬の「鶏塩うどん」など

も引き続き、絶大なる支持を頂くことができました。 

 今後も、変化しつづける市場ニーズを常に意識し、且つ原材料の安全性も十分追求することにより、お客様に安心

してお食事をしていただき、元気になっていただけるお店を目指したメニュー開発を進めてまいります。 

 なお、当期の研究開発費は、21,759千円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

① キャッシュ・フロー 

 当期のキャッシュ・フローにつきましては、第２ 事業の状況 １ 業績等の概要に記載の通りです。今後は

商品のブラッシュアップによる売上高の伸張と店舗オペレーションの効率化による経費削減を図り、営業キャッ

シュ・フローを増加させることを重要課題として取り組んでまいります。 

② 財務指標 

 当期純利益を310,905千円計上し、また、借入金返済により負債合計が減少したことにより自己資本比率は

19.0％に回復しました。収益構造の再構築を着実に実行して自己資本比率のさらなる改善を目指してまいりま

す。 

(2）経営成績について 

 当期においては、売上高17,914,111千円（前期比1.9％増）、営業利益945,365千円（前期比107.0％増）、経常

利益930,370千円（前期比141.5％増）、当期純利益310,905千円（前期は当期純損失464,545千円）となりました。

新商品の投入により既存店の売上高を維持しつつ、前期からの経費削減努力により、売上高においては微増、営業

利益、経常利益においては大幅に増加する結果となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期の設備投資につきましては、三宮北口店他６店舗の新規出店及び阪急伊丹店他35店舗の改装等の投資を行いま

した。投資総額は562,394千円であります。 

 なお、当期において直営店４店舗（簿価37,901千円）を閉鎖しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内に187店舗の直営店営業店舗を有している他、一部フランチャイジー（加盟店）に店舗を転賃貸して

おります。 

 当社の主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費

税等を含めておりません。 

２．従業員の（ ）内の数字は、平均臨時雇用者数で外数であります。 

  （2006年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

店舗数 設備の内容 
建物及び構築物 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

従業員数 
（人） 

営業店舗       

北海道地域 

（北海道） 
15 店舗設備 239,902 1,603 241,505 7

 （138）

東北地域 

（宮城） 
4 店舗設備 55,617 450 56,068 3

（25）

関東地域 

（千葉・栃木・神奈川・ 

茨城・埼玉） 

27 店舗設備 365,631 5,443 371,075 17
 （199）

東京地域 

（東京） 
47 店舗設備 764,575 5,011 769,587 48

 （397）

中部地域 

（愛知） 
10 店舗設備 140,834 757 141,592 11

 （69）

近畿地域 

（兵庫・滋賀・奈良） 
24 店舗設備 415,461 1,490 416,952 16

 （197）

京都地域 

（京都） 
17 店舗設備 232,998 826 233,824 13

 （173）

大阪地域 

（大阪） 
40 店舗設備 610,616 4,642 615,259 25

 （387）

中国地域 

（広島） 
2 店舗設備 22,817 － 22,817 1

 （8）

九州地域 

（熊本） 
1 店舗設備 7,770 605 8,375 －

 （1）

その他       

本部 

（大阪府吹田市） 
－ 事務所設備 23,920 20,970 44,890 88

 （13）

東京事務所 

（東京都中央区） 
－ 事務所設備 5,457 1,909 7,367 26

 （－）

平島店 

ほか２店 
－ 貸与店舗 15,890 － 15,890 －

 （－）



３．リース契約により賃借している主なものは、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在における重要な設備の新設等の計画は次のとおりであります。 

重要な設備の新設等 

 （注）１．今後の所要額については、自己資金および親会社からの資金調達で賄う予定であります。 

２．上記金額の中には、店舗入居のための差入保証金等が含まれております。 

名称 台数 
リース期間
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

店舗設備 

(東京駅北口店他186店) 

(所有権移転外ファイナンス・リース) 

一式 ５ 382,118 860,543 

汎用コンピューター等 

(所有権移転外ファイナンス・リース) 
一式 ５ 2,099 3,083 

設備の内容 
予算金額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

今後の所要額
（千円） 

着工年月 完成予定年月 

直営店舗新設 710,280 19,755 690,524 
 2006年３月～ 

 2006年８月 

 2006年４月～ 

 2006年９月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式4,350 株は「個人その他」に43単元及び「単元未満株式の状況」に50株を含めて記載しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,696,000 

計 18,696,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（2006年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2006年６月23日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,674,000 4,674,000 ㈱ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 4,674,000 4,674,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2005年 6月23日   

（注） 
    - 4,674,000     - 684,880 △311,299 471,787 

  2006年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府および
地方公共団
体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） - 2 4 32 1 1 3,558 3,598 － 

所有株式数

（単元） 
- 9 38 32,253 20 1 14,418 46,739 100 

所有株式数の

割合（％） 
- 0.02 0.08 69.01 0.04 0.0 30.85 100 － 



(5）【大株主の状況】 

（注） 当社の筆頭株主でありました株式会社ゼンショーは当社株式の公開買い付けにより、新たに1,261,400株を取得  

   し、2005年8月5日付で当社の親会社に該当する会社となりました。 

     また、当社の主要株主でありました双日株式会社は株式会社ゼンショーの公開買い付けに応募したことなどの結 

   果、当社に対する議決権の所有割合はなくなりました。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

     

  2006年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ゼンショー 東京都港区港南2-18-1 3,002 64.23 

株式会社神明 神戸市中央区海岸通6-1-10 57 1.23 

第一フードサービス株式会社 青森県八戸市田向字橋下3-11 45 0.96 

なか卯従業員持株会 大阪府吹田市江の木町25-16 41 0.88 

増岡 邦治 大阪市淀川区 29 0.63 

アイン食品株式会社 大阪府和泉市テクノステージ1-1-1 20 0.43 

ゼネラル企画株式会社 千葉県四街道市みそら4-18-6 20 0.43 

脇條 礼子 大阪市鶴見区 16 0.36 

中野 一夫 大阪市東成区 15 0.34 

阿部 友亮 茨城県つくば市 15 0.33 

計 － 3,263 69.82 

  2006年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      4,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,669,600 46,696 － 

単元未満株式 普通株式       100 － － 

発行済株式総数 4,674,000 － － 

総株主の議決権 － 46,696 － 



②【自己株式等】 

 2006年３月31日現在

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

  

所有株式数の 

合計（株）  

発行済株式数 

に対する所有 

株式数（株）  

 株式会社なか卯 
大阪府吹田市江の木町

25-16 
4,300     - 4,300 0.09 

    計       - 4,300     - 4,300 0.09 



２【自己株式の取得等の状況】 

 

    【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

  （1）【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

  （2）【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

    該当事項はありません。  

 

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つと位置づけ、「配当性向の重視と安定配当の継続を

基本としつつ、経営基盤強化のための内部留保充実もふまえ、実績に応じた利益配分を行う」ことを配当政策の基本

方針としております。 

 そうした方針のもと、当中間期におきましては内部留保の充実に努めさせていただき、無配とさせていただきまし

たが、今期は通期において業績が順調に推移し、当初予想を上回る数値を計上することができましたことから、2006

年６月22日の定時株主総会において、2006年３月期の期末配当金につきまして１株につき８円の配当を実施させてい

ただくことが決定されました。 

 また、内部留保資金につきましては、今後の経営体質の充実強化と新規店舗および既存店舗活性化などの設備に有

効投資し、今後の事業拡大に努めてまいりたいと考えております。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、2004年12月13日より株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日

本証券業協会の公表のものであります。なお、第36期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協

会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 2002年３月 2003年３月 2004年３月 2005年３月 2006年３月 

最高（円） 1,030 740 940 
871 

※832 
1,500 

最低（円） 680 570 611 
665 

※713 
740 

月別 2005年10月 11月 12月 2006年１月 ２月 ３月 

最高（円） 985 946 1,198 1,200 1,500 1,331 

最低（円） 835 900 900 985 1,030 1,215 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 － 小川 賢太郎 1948年７月29日生 

1982年６月 ㈱ゼンショー設立 代表取締役社

長（現任） 

1988年12月 ㈲日本クリエイト設立 代表取締

役社長 

2000年９月 ㈱ココスジャパン 取締役会長

（現任） 

2002年３月 ㈲日本クリエイトを㈱日本クリエ

イトに組織変更 代表取締役社長

（現任） 

2003年６月  

  

2005年６月 

大和フーヅ㈱ 取締役会長（現

任） 

当社 取締役会長(現任) 

（他の会社の代表状況） 

㈱テクノサポート 代表取締役社長 

㈱グローバルフーズ 代表取締役会長 

㈱エイ・ダイニング 代表取締役社長 

㈱グローバルテーブルサプライ 代表取締役会

長 

㈱はま寿司 代表取締役会長 

㈱日本ウェンディース 代表取締役会長 

㈱ビッグボーイジャパン 代表取締役会長 

㈱ＧＭフーズ 代表取締役会長 

㈱麺工房 代表取締役会長 

㈱グローバルウエア 代表取締役会長 

㈱サンビシ 代表取締役会長 

㈱宝島 代表取締役会長 

㈱エルトリートジャパン 代表取締役会長 

－ 

代表取締役社長 － 住田 正則 1948年６月４日生 

1972年４月 日綿實業㈱(現双日㈱) 入社 

1994年７月 同社 農産品部長 

1999年４月 ニチメン食料㈱ 専務取締役 

2000年４月 ニチメンフーズ㈱代表取締役社長 

2002年４月 ニチメン㈱ 執行役員食料カンパ

ニー長 

2002年６月 ヤマザキナビスコ㈱ 取締役 

2003年４月 ニチメン㈱ 執行役員人事・総務

部長 

2003年４月 平成メディカルクラブ 代表取締

役社長 

2004年４月 当社 入社 顧問 

2004年６月 当社 代表取締役社長 

2005年４月 

  

2006年４月 

当社 代表取締役社長兼営業本部

長 

当社 代表取締役社長（現任） 

5 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 商品本部長 高山 孝之 1954年８月３日生 

1977年４月 日綿実業㈱（現双日㈱）入社 

1990年５月 遼寧北方食品有限公司 総経理 

1994年４月 ニチメン㈱（現双日㈱）食品部食

品第二課課長 

1995年10月 ニチメン食品㈱ 取締役 

2000年４月 ニチメンフーズ㈱ 取締役 

2002年４月 ニチメン㈱ フーズ事業本部長補佐 

2002年10月 当社 商品本部長補佐 

2003年４月 当社 商品本部長 

2003年７月 当社 執行役員商品本部長（現任） 

2005年６月 当社 取締役(現任) 

6 

取締役 － 原 俊之 1958年７月13日生 

1984年４月 プリマハム㈱入社 

1999年２月 ㈱ゼンショー入社 商品部長 

1999年６月 同社 取締役商品部長 

2000年９月 ㈱ココスジャパン 監査役 

2001年６月 ㈱ゼンショー 取締役商品本部長 

2001年８月 同社 取締役商品本部長兼品質管

理室長 

2002年５月 同社 取締役グループ商品本部長 

2002年10月 同社 取締役グループＭＤ本部長

（現任） 

2005年６月 

2006年３月 

2006年５月 

当社 取締役(現任) 

㈱宝島 代表取締役社長（現任） 

㈱ココスジャパン 取締役（現

任） 

－ 

取締役 － 本田 豊 1955年７月12日生 

1988年３月 ㈱モスフードサービス入社 

1996年３月 ㈱トモス出向 同社取締役管理統

括リーダー 

2000年２月 ㈱ゼンショー入社 

2000年３月 同社 社長室関連事業担当部長 

2001年６月 同社 取締役人事教育部長 

2002年５月 同社 取締役グループ人事本部長 

  ㈱ココスジャパン 監査役 

2003年４月 ㈱ゼンショー 取締役グループ経 

 営本部長 

2003年６月 大和フーヅ㈱ 取締役（現任） 

2004年３月 同社 取締役すき家事業本部長 

2004年７月 同社 取締役グループ人事本部長 

2004年８月 

  

  

2005年７月 

同社 取締役グループ管理本部長

兼ＲＰＰ（レストランプロダクト

プランニング）本部長  

同社取締役 グループ管理本部長 

兼グループ経営本部長（現任） 

2005年６月 

2006年５月 

当社 取締役(現任) 

㈱ココスジャパン 取締役（現

任） 

－ 

 



 （注）１．監査役 柳沼伸夫、島林賢司は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社では、意思決定、監督と執行の分離による取締役会の活性化のため執行役員制度を導入しております。

なお、執行役員は２名であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役 － 杉園 大貴 1967年10月１日生 

1990年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）

入社 

2001年11月 ㈱ゼンショー入社 関連企業統括

部マネジャー 

2003年４月 同社 グループ経営本部関連企業

室マネジャー 

2005年４月 同社 グループ経営本部関連企業

室ゼネラルマネジャー 

2005年６月 

2006年４月 

当社 取締役(現任) 

㈱ゼンショー グループ経営本部 

関連企業室長（現任） 

0 

常勤監査役 － 千葉 幹夫 1943年４月10日生 

1967年４月 プリマハム㈱入社 

1998年３月 当社入社 経理部長 

2002年３月 当社 管理本部長代行兼経理部長 

2003年４月 当社 管理本部長兼経理部長 

2003年６月 当社 執行役員管理本部長兼経理

部長 

2004年４月 当社 執行役員管理本部長 

2005年４月 当社 管理本部顧問 

2005年６月 当社 常勤監査役(現任) 

0 

監査役 － 柳沼 伸夫 1946年２月５日生 

1992年１月 ㈱ゼンショー入社 

1995年２月 同社 総合企画部部長代理 

1996年８月 同社 内部監査室室長代理 

1998年６月 同社 監査役（現任） 

2000年９月 

  

2004年６月 

㈱ココスジャパン 監査役（現

任） 

大和フーヅ㈱ 監査役（現任） 

2005年６月 当社 監査役（現任）  

－ 

監査役 － 島林 賢司 1964年９月19日生 

1988年10月 青山監査法人（現中央青山監査法

人）入所 

1993年４月 島林公認会計士事務所開設 代表 

2003年１月 ㈱ゼンショー入社 グループ経理

本部 経理課マネジャー 

2004年８月 同社 経理部長代理 

2004年12月 ㈱ＧＭフーズ 財務経理部長（現

任） 

2005年４月 ㈱ゼンショー 経理部長（現任） 

2005年６月 

2006年５月 

当社 監査役（現任） 

㈱ココスジャパン 監査役（現

任） 

－ 

  9名  計 11 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 経営管理組織については、企業経営の透明性と健全性を向上させ、より高い経営体制作りと運営を最も重要な課

題と考えており、常にこの視点に立ち経営にあたることを心がけております。 

② 会社の機関の基本説明 

取締役会 

 取締役会は、常勤の取締役２名と非常勤の取締役４名で構成し、重要な業務執行に関する意思決定および代表

取締役ならびに業務担当役員に関する監督を目的として、毎月１回定例および適宜臨時に開催しております。な

お、当社の非常勤取締役４名はすべて親会社の取締役および使用人であり、当社と非常勤取締役との間に利害関

係はありません。  

監査役会 

 当社は監査役制度を採用しております。監査役会の体制は、監査役３名（社内１名、社外２名）で構成されて

おり、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会に出席するほか、会計監査人と連携を保ち

ながら、全般的、かつ重点監査事項について監査を行い、随時必要な提言、助言ならびに勧告を行っておりま

す。なお、当社と社外監査役との間に利害関係はありません。 

政策協議会 

 日々変化する経営環境に迅速に対応するため、取締役および執行役員を構成員とする政策協議会を毎週開催し

、業務運営上の課題や問題点を客観的に分析、把握するとともに、常に的確な方向性を確立することで、環境変

化にすばやく対応でき得る経営をめざしてまいります。 

③ 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、当社にかかる継続監査年数及び監査業務に係る補助者の

構成 

 （注） 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名、会計士補４名、計７名であります。 

④ 内部統制システムの整備の状況 

      当社では、事業活動全般の業務運営状況を把握し、その内容の適法性や健全性を確保するため、社長直属の内

  部監査室（構成員2名）を設け、問題点や改善点について助言、報告等を社長に行い、事後の改善状況につき随 

   時フォローする体制をとっております。また、当社の役員及び従業員は関係法令の遵守はもとより、全てのステ

    ークホルダーや地域社会からの信頼を得て企業価値を高めることが必要であるとの認識のもと、行動規範として

    の「コンプライアンス憲章」を定め、この憲章に基づいて行動しております。 

   取締役を委員長とするコンプライアンス委員会は全社のコンプライアンスの取組みを横断的に統括するととも

  に、コンプライアンスに対する諸施策の立案、実施、教育ならびにチェック体制の強化に努めております。  

⑤ リスク管理体制の整備の状況 

   当社では、食の安全、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリスクについて、担当

  各部署及びコンプライアンス委員会でリスクに対する管理強化を行なっております。また、コンプライアンス委

  員会に危機管理チームを設置し、危機管理体制の充実と社内外の不祥事対応や事故対応など、損害や被害をミニ

  マイズすべく必要な措置を講じております。 

  

    

    

    

  

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人 

鈴木 輝夫 あずさ監査法人 

山本 美晃 あずさ監査法人 

三浦 洋 あずさ監査法人 



⑥ 会社の機関の概要 

  

⑦ 役員報酬及び監査報酬の内容 

(1）当期における当社の取締役及び監査役に支払った役員報酬の内容は、次の通りであります。 

 取締役及び監査役に支払った報酬 

   取締役３名   28,805千円 

   監査役４名   10,410千円 

なお、当期において使用人兼務役員はおりません。 

(2）当社のあずさ監査法人に対する公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明業務に基づく報酬は12,000千円

  であり、それ以外の業務に対する報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（2004年４月１日から2005年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（2004年４月１日から2005年３月31日まで）の財務

諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当事業年度（2005年４月１日から2006年３月31日まで）の財務

諸表については、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

           前事業年度  新日本監査法人 

          当事業年度  あずさ監査法人 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（2005年３月31日） 
当事業年度 

（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,200,637   1,028,558  

２．売掛金   454,645   413,328  

３．商品   146,483   55,366  

４．貯蔵品   8,161   9,668  

５．前払費用   185,020   164,687  

６．繰延税金資産   117,387   174,452  

７．短期貸付金   41,383   33,045  

８．未収入金   107,870   9,362  

９．その他   3,546   2,667  

10．貸倒引当金   △22,809   △21,068  

流動資産合計   3,242,326 34.1  1,870,068 24.2 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  3,625,149   3,700,261   

減価償却累計額  796,271 2,828,878  810,553 2,889,707  

２．構築物  78,479   71,476   

減価償却累計額  36,394 42,084  35,222 36,253  

３．工具器具備品  225,311   216,008   

減価償却累計額  176,057 49,254  163,120 52,888  

４．土地   12,230   －  

５．建設仮勘定   13,263   8,238  

有形固定資産合計   2,945,711 31.0  2,987,087 38.7 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   204,649   128,814  

２．電話加入権   301   301  

無形固定資産合計   204,951 2.1  129,116 1.7 

 



  
前事業年度 

（2005年３月31日） 
当事業年度 

（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産        

１．出資金   450   450  

２．長期貸付金   338,761   286,397  

３．従業員長期貸付金   8,404   7,275  

４．長期前払費用   77,197   53,764  

５. 長期前払家賃   112,574   105,199  

６．繰延税金資産   393,515   69,083  

７．差入保証金   2,081,526   2,112,184  

８．長期預金   100,000   100,000  

９．その他   64,817   35,357  

10．貸倒引当金   △62,114   △34,534  

投資その他の資産 
合計 

  3,115,131 32.8  2,735,178 35.4 

固定資産合計   6,265,795 65.9  5,851,382 75.8 

資産合計   9,508,121 100.0  7,721,451 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※３  753,002   681,126  

２．短期借入金 ※３  2,690,000   －  

３．一年以内に返済予定の
長期借入金 

※３  1,648,257   1,732,614  

４．未払金  ※３  308,148   269,421  

５．未払費用   162,252   166,011  

６．未払法人税等   63,146   83,939  

７．未払消費税等   48,328   35,982  

８．預り金   16,859   12,902  

９．前受収益   31,569   33,825  

10．賞与引当金   91,000   140,000  

11．その他   1   52  

流動負債合計   5,812,565 61.1  3,155,876 40.9 

 



  
前事業年度 

（2005年３月31日） 
当事業年度 

（2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   1,863,838   1,331,294  

２. 関係会社長期借入金     －   1,140,000  

３．退職給付引当金   76,109   73,341  

４．預り保証金   505,135   486,119  

５．その他   96,964   70,403  

固定負債合計   2,542,046 26.8  3,101,158 40.1 

負債合計   8,354,611 87.9  6,257,035 81.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  684,880 7.2  684,880 8.9 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  783,087   471,787   

資本剰余金合計   783,087 8.2  471,787 6.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  31,037     －   

２．任意積立金        

別途積立金  100,000    －   

３．当期未処分利益または
当期未処理損失(△) 

 △442,337   310,905   

利益剰余金合計   △311,299 △3.3  310,905 4.0 

Ⅳ 自己株式 ※２  △3,157 △0.0  △3,157 △0.0 

資本合計   1,153,510 12.1  1,464,415 19.0 

負債・資本合計   9,508,121 100.0  7,721,451 100.0 



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．商品売上高  17,358,742   17,756,049   

２．その他の営業収入 ※１ 219,666 17,578,409 100.0 158,062 17,914,111 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．期首商品たな卸高  70,398   146,483   

２．当期商品仕入高  6,939,632   6,713,209   

合計  7,010,031   6,859,693   

３．期末商品たな卸高  146,483 6,863,548 39.0 55,366 6,804,326 38.0 

売上総利益   10,714,861 61.0  11,109,785 62.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3  10,258,165 58.4  10,164,420 56.7 

営業利益   456,695 2.6  945,365 5.3 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  17,878   13,842   

２．不動産賃貸収入  65,671   49,533   

３．その他  47,141 130,691 0.7 65,964 129,340 0.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  109,969   70,981   

２．不動産賃貸経費  60,406   48,535   

３．たな卸資産処分損  3,359   2,354   

４．貸倒引当金繰入額  7,788   －   

５．その他  20,654 202,178 1.1 22,463 144,335 0.8 

経常利益   385,208 2.2  930,370 5.2 

 



  
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

 Ⅵ 特別利益        

  １．固定資産売却益  ※４ －   18,144   

 ２．貸倒引当金戻入   －   －  19,429 37,573 0.2 

 Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※５ 34,982   235,764   

２．店舗閉鎖損失 ※６ 695,582   60,287   

３．役員退職慰労金  176,474   －   

４．営業権償却  45,202   29,821   

５．特別退職金  37,876   －   

６．その他 ※７ 39,376 1,029,495 5.9 1,800 327,672 1.8 

税引前当期純利益また
は税引前当期純損失
(△) 

  △644,287 △3.7  640,272 3.6 

法人税、住民税及び事
業税 

 67,000   62,000   

法人税等調整額  △246,741 △179,741 △1.1 267,366 329,366 1.8 

当期純利益または 
当期純損失(△) 

  △464,545 △2.6  310,905 1.8 

前期繰越利益   22,208   －  

当期未処分利益または
当期未処理損失(△) 

  △442,337   310,905  



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益または 
税引前当期純損失（△） 

 △644,287 640,272 

減価償却費  235,177 220,479 

無形固定資産償却額  131,193 115,155 

長期前払費用償却額  40,174 32,509 

賞与引当金の増減額（△減少）  △31,000 49,000 

退職給付引当金の増減額(△減少)  △2,430 △2,767 

貸倒引当金の増減額(△減少)  △57,161 △13,651 

受取利息  △17,878 △13,842 

支払利息  109,969 70,981 

有形固定資産売却益  － △18,144 

有形固定資産除売却損  34,982 235,764 

店舗閉鎖損失  456,746 48,932 

売上債権の増減額(△増加)  44,252 5,963 

たな卸資産の増減額(△増加)  △67,022 89,608 

その他営業債権の増減額（△増加）  △45,411 119,660 

仕入債務の増減額(△減少)  177,026 △71,875 

営業保証金の純増減額  △3,350 △616 

その他営業債務の増減額（△減少）  159,197 △87,007 

未払消費税等の増減額（△減少）  △10,167 △12,346 

その他  92,028 － 

小計  602,038 1,408,076 

利息の受取額  5,735 3,070 

利息の支払額  △109,156 △69,011 

その他  24,403 － 

法人税等の支払額  △53,124 △30,826 

法人税等の還付額  66,788 4,934 

営業活動によるキャッシュ・フロー  536,684 1,316,243 

 



  
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払出による収入  5,200 － 

有形固定資産の取得による支出  △259,184 △540,878 

有形固定資産の売却による収入  17,945 41,287 

無形固定資産の取得による支出  △43,682 △18,142 

貸付けによる支出  △63,272 △17,001 

貸付金の回収による収入  45,469 46,947 

敷金保証金等の支払による支出  △50,774 △98,837 

敷金保証金等の返還による収入  289,056 59,536 

預り保証金等の払戻による支出  △87,394 △16,091 

預り保証金等の受入による収入  25,360 30,274 

その他  20,966 22,851 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △100,309 △490,053 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△純減少額）  2,390,000 △2,690,000 

コマーシャルペーパーの発行による収入  2,200,000 － 

コマーシャルペーパーの償還による支出  △2,200,000 － 

長期借入れによる収入  245,000 2,800,000 

長期借入金の返済による支出  △2,085,116 △2,108,187 

自己株式の取得による支出  △37 － 

配当金の支払額  △264 △81 

財務活動によるキャッシュ・フロー  549,581 △1,998,268 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  985,957 △1,172,079 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,214,680 2,200,637 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  2,200,637 1,028,558 



④【利益処分(損失処理)計算書】 

  
前事業年度 

 2005年６月23日 
  

当事業年度 
 2006年６月22日 

区分 
注記
番号

金額（千円）  区分 
 注記
 番号

金額（千円）  

Ⅰ 当期未処理損失   442,337 Ⅰ 当期未処分利益    310,905 

Ⅱ 損失処理額 
   

 Ⅱ 利益処分額 
   

１．任意積立金取崩額      １. 配当金  37,357  

別途積立金取崩額  100,000      

２．利益準備金取崩額 

  

  

  

31,037 

 

 

 

  ２. 役員賞与金 

   （うち監査役賞与金）

  

  

7,000 

(1,000)

 

  

３．資本準備金取崩額  311,299 442,337     44,357 

Ⅲ 次期繰越損失 
    －  Ⅲ 次期繰越利益  

    
266,548 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１．デリバティブの評価基準

および評価方法 

 時価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

 (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、1998年４月１日以降取得し

た建物については、定額法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建 物    ６～46年 

  構築物    ７～20年 

  工具器具備品 ３～20年 

(1）有形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建 物    ６～34年 

  構築物    ７～20年 

  工具器具備品 ３～20年 

  

（会計方針の変更） 

 当期より、有形固定資産の減価償却の

方法を定率法から定額法に変更しており

ます。 

 従来は、定率法（ただし、1998年４月

１日以降に取得した建物については定額

法）によっておりましたが、当社が2005

年８月に株式会社ゼンショーのグループ

企業になったことを契機に、親子会社間

の会計処理の統一を目的として、定額法

に変更しております。 

 この変更は当社の有形固定資産が主と

して直営店の店舗設備であり、修繕等の

維持コストも計画的に発生することか

ら、減価償却費を毎期均等化して計上す

る定額法の方が収益との合理的な対応を

図ることができるものと考えられるため

であります。 

 この変更により、従来の方法によった

場合に比べ減価償却費は8,174千円減少

し、営業利益、経常利益および税引前当

期純利益は同額増加しております。 

  

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(主として７年)に基づいております。 

 営業権については、発生時に一括償

却しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法 

       同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

       同左     

 



項目 
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支払に備え

るため、支給見込額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員および執行役員の退職給付に

備えるため計上しております。 

 従業員については、当期末における

退職給付債務の見込額を計上しており

ます。 

 執行役員については、執行役員退職

金規程に基づく当期末要支給額を計上

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する 

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、金利

スワップの特例処理の要件を満たすた

め、特例処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 変動金利の特定借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  同左 

 ヘッジ対象  同左 

 (3）ヘッジ方針 

 将来の金利変動によるリスク回避を

目的として利用しており、リスクヘッ

ジ目的以外の取引は行わない方針であ

ります。 

(3）ヘッジ方針 

  

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については、特例

処理によっているため有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

    ―――――――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。    

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

 法人事業税の付加価値割および資本割については、実

務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(企

業会計基準委員会(平成16年２月13日)）に基づき、販売

費及び一般管理費(30,134千円）に計上しております。 

  ―――――――――――――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（2005年３月31日） 

当事業年度 
（2006年３月31日） 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

会社が発行する株式

の総数 
普通株式 18,696,000株

発行済株式の総数 普通株式 4,674,000株

会社が発行する株式

の総数 
普通株式 18,696,000株

発行済株式の総数 普通株式  4,674,000株

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,350  

 株であります。 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式4,350 

株であります。 

※３ 関係会社項目 ※３ 関係会社項目 

    関係会社に対する負債には次のものがあります。 

  

  関係会社に対する負債には次のものがあります。 

   （区分掲記したものを除く） 

流動負債  

買掛金 135,087千円

 未払金  －千円

短期借入金 1,600,000千円

流動負債  

買掛金 268,571千円

 未払金 17,822千円

一年以内に返済予定の 

長期借入金 

  

   300,000千円

 ４ 偶発債務 

保証債務 

 下記加盟店の㈱モスクレジットからの借入に対

し、債務保証を行っています。 

 ４ 偶発債務 

     加盟店の㈱モスクレジットからの借入に対する 

    債務保証はなくなりました。 

㈱木馬 5,472千円

㈲オールウェイズ 4,715千円

㈲ニック 3,057千円

㈲ショーヤフードサービス 2,810千円

計 16,055千円

 

 ５ 資本の欠損の額 345,494千円  ５ 資本の欠損の額        －千円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

※１ その他の営業収入の内容は次のとおりでありま

す。 

※１ その他の営業収入の内容は次のとおりでありま

す。 

フランチャイズ加盟料 5,750千円

ロイヤリティ収入 144,240千円

その他の収入 69,676千円

フランチャイズ加盟料     3,750千円

ロイヤリティ収入      131,900千円

その他の収入      22,412千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は83％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

17％であります。主要な費目および金額は、次のと

おりであります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は80％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

20％であります。主要な費目および金額は、次のと

おりであります。 

広告宣伝・販売促進費 440,595千円

運賃 311,880千円

貸倒引当金繰入額 12,758千円

給料手当・賞与 4,437,355千円

賞与引当金繰入額 91,000千円

退職給付費用 19,295千円

地代家賃・水道光熱費 2,439,258千円

賃借料 453,267千円

減価償却費 235,177千円

無形固定資産償却費 85,991千円

長期前払費用償却費 40,174千円

広告宣伝・販売促進費   386,812千円

運賃      254,429千円

貸倒引当金繰入額    5,777千円

給料手当・賞与    4,283,664千円

賞与引当金繰入額      140,000千円

退職給付費用       17,829千円

地代家賃・水道光熱費   2,324,251千円

賃借料      448,806千円

減価償却費     220,479千円

無形固定資産償却費       85,334千円

長期前払費用償却費   32,509千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 

20,638千円 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 

  21,759千円 

※４    ―――――――――――――――― ※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

     建物               18,144千円 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 34,029千円

工具器具備品 953千円

その他 －千円

建物      227,147千円

工具器具備品    1,317千円

その他 7,300千円

※６ ２５店舗閉鎖に伴い、以下の損失が発生しており

ます。 

※６ ４店舗閉鎖に伴い、以下の損失が発生しておりま

す。 

建物除却損 364,917千円

工具器具備品除却損 1,561千円

撤去関連費用 329,102千円

土地売却損 －千円

建物除却損       36,943千円

工具器具備品除却損      957千円

撤去関連費用       11,354千円

土地売却損 11,030千円

※７ その他特別損失の内容は次のとおりであります。 ※７ その他特別損失の内容は次のとおりであります。 

本部移転費用 24,565千円

過年度事業所税等 7,171千円

貸倒損失 5,286千円

出店予定取消費用 －千円

その他 2,353千円

本部移転費用       －千円

過年度事業所税等      －千円

貸倒損失      －千円

出店予定取消費用 1,800千円

その他   －千円



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（2005年３月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,200,637 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 2,200,637 

（2006年３月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,028,558 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 1,028,558 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（2005年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（2006年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 
（附属設備） 

181,195 142,918 38,277 

工具器具備品 1,643,249 951,142 692,106 

ソフトウェア 7,254 4,916 2,338 

合計 1,831,699 1,098,977 732,722 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 
（附属設備） 

97,357 89,911 7,446 

工具器具備品 1,465,618 627,637 837,980 

ソフトウェア 9,147 6,126 3,021 

合計 1,572,123 723,674 848,448 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 324,902千円

１年超 428,543千円

合計 753,446千円

１年内      280,507千円

１年超   583,120千円

合計      863,627千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 424,640千円

減価償却費相当額 397,324千円

支払利息相当額 24,419千円

支払リース料      384,217千円

減価償却費相当額      360,326千円

支払利息相当額    20,005千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 1,041千円

１年超 1,821千円

合計 2,862千円

１年内     657千円

１年超    1,164千円

合計      1,821千円



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、金利スワップの特

例処理の要件を満たすため、特例処理によっており

ます。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 変動金利の特定借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 将来の金利変動によるリスク回避を目的として利

用しており、リスクヘッジ目的以外の取引は行わな

い方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については、特例処理によって

いるため有効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため、信用リスクはほとんどないと認識して

おります。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（自2004年４月１日 至2005年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。 

当事業年度（自2005年４月１日 至2006年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象か

ら除いております。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

  

２．退職給付債務およびその内訳 

 （注）１．当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

 ２．年金資産は特定退職年金共済制度の解約返戻金相当額でありますが、対象が一部従業員のみとなるため

2005年９月に同制度を解約しております。 

３．退職給付費用の内訳 

  （注）当社は、退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

４．退職給付債務の計算基礎 

 当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載してお

りません。 

 
前事業年度 

（2005年３月31日） 
当事業年度 

（2006年３月31日） 

(1）年金資産（千円） 1,880 － 

(2）退職給付引当金（千円） 76,109 73,341 

 77,989 73,341 

 
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

勤務費用（千円） 19,295 17,829 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自2004年４月１日 至2005年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

当事業年度（自2005年４月１日 至2006年３月31日） 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度 
（2005年３月31日） 

当事業年度 
（2006年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 313,535 

貸倒引当金損金算入限度超過額 34,479 

賞与引当金損金算入限度超過額 36,946 

未払事業税 11,731 

未払事業所税 4,675 

退職給付引当金損金算入限度超過額 29,765 

ゴルフ会員権評価損 406 

未払費用 3,887 

営業権一括償却 16,393 

長期前受収益 4,884 

店舗閉鎖損失 23,162 

その他 31,036 

繰延税金資産計 510,902 

（単位：千円）

繰延税金資産  

繰越欠損金 69,961 

貸倒引当金損金算入限度超過額 16,607 

賞与引当金損金算入限度超過額 56,840 

未払事業税 4,498 

未払事業所税 8,020 

退職給付引当金損金算入限度超過額 29,776 

ゴルフ会員権評価損 406 

未払費用 13,069 

営業権一括償却 21,594 

長期前受収益 3,389 

店舗閉鎖損失 1,235 

その他 18,137 

繰延税金資産計 243,535 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 当期は税引前当期純損失を計上しているため、記載

を省略しております。 

  

  

 
 (単位：%) 

法定実効税率 40.6

 （調整）  

 交際費等永久に損金にされな 

 い項目 

1.1 

 住民税均等割等 9.7 

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 51.4 

  

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等 

 該当事項はありません。 

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等 

 該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自2004年４月１日 至2005年３月31日） 

(1）法人主要株主等 

 （注）１．親会社および主要株主に2005年3月2日付けで異動があり、双日株式会社は親会社に該当しなくなりましたが

引続き主要株主である会社となりました。また、株式会社ゼンショーは新たに主要株主および筆頭株主に該

当する会社となりました。 

①双日㈱との取引額および期末残高 

2004年４月１日から2005年３月31日までの取引金額を記載しております。 

②㈱ゼンショーとの期末残高 

2005年３月31日の期末残高を記載しております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

 商品の仕入取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、未収入金、買掛金および未払金には消費税等を含んでおり

ます。 

(2）兄弟会社等 

      該当事項はありません。 

  

当事業年度（自2005年４月１日 至2006年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．親会社及び主要株主に2005年８月５日付で異動があり、株式会社ゼンショーは新たに親会社に該当する会社

となりました。また、双日株式会社は主要株主に該当しなくなりました。なお、㈱ゼンショーとの取引額お

よび期末残高は、2005年４月１日から2006年３月31日までの取引金額を記載しております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

   商品の仕入取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、売掛金、買掛金および未払金には消費税等を含んでおりま

す。  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他

の関係

会社 

双日㈱ 
東京都

港区 
292,184,066 

総合商社とし

て、主に国内

外における物

品の売買およ

び貿易 

(被所有) 

直接 

18.42％ 

転籍１

名 

商品の

仕入先 
商品の仕入 951,627 

未収入金 33,858

買掛金 135,087

未払金 5,951

その他

の関係

会社 

㈱ゼンシ

ョー 

東京都

港区 
3,021,205  フード業 33.04％ － － － － 短期借入金 1,600,000

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容又
は職業 

議決権等
の被所有
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
㈱ゼンシ

ョー 

東京都

港区 
3,021,205 フード業 

  

64.29％ 

  

兼任 

 ４名 

食材の

仕入先 

食材の仕入 

  
業務委託料他

  
支払利息 

1,599,868 

 
135,538 

  
14,967 

売掛金 5

買掛金 268,571

未払金 17,822

一年以内に

返済予定の

長期借入金 

300,000

長期借入金 1,140,000



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日） 

当事業年度 
（自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 247.02 313.60 

１株当たり当期純利益または 

１株当たり当期純損失（△）（円） 
△99.48 65.08 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後1株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 潜在株式調整後1株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 2004年４月１日 
至 2005年３月31日) 

当事業年度 
(自 2005年４月１日 
至 2006年３月31日) 

当期純利益または 

当期純損失(△)（千円） 
△464,545 310,905 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 7,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (7,000) 

普通株式に係る当期純利益または 

当期純損失(△)（千円） 
△464,545 303,905 

期中平均株式数（千株） 4,669 4,669 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建 物     新規開店附属設備他     三宮北口店他6店      116,901千円 

        譲受、店舗改装設備等    赤羽西口店他35店     420,883千円 

当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建 物     当期店舗閉鎖に伴う除却   茨木店他3店        89,084千円 

        店舗改装等による除却    堺筋博労町店他25店    354,098千円 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 3,625,149 545,567 470,455 3,700,261 810,553 201,573 2,889,707 

構築物 78,479 748 7,751 71,476 35,222 3,712 36,253 

工具器具備品 225,311 21,103 30,406 216,008 163,120 15,194 52,888 

土地 12,230 － 12,230 － － － － 

建設仮勘定 13,263 551,360 556,385 8,238 － － 8,238 

有形固定資産計 3,954,434 1,118,779 1,077,230 3,995,984 1,008,896 220,479 2,987,087 

無形固定資産        

営業権 － 29,821 29,821 － － 29,821 － 

ソフトウェア 777,420 9,500 4,571 782,349 653,534 85,334 128,814 

電話加入権 301 － － 301 － － 301 

無形固定資産計 777,722 39,321 34,392 782,651 653,534 115,155 129,116 

長期前払費用 168,397 10,412 46,430 132,379 78,614 32,509 53,764 

繰延資産 － － － － － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率の算定に際して、利率および残高は期中平均のものを使用しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年以内における返済予定額は以下の

とおりであります。 

【資本金等明細表】 

 （注）１.当期末における自己株式数は、4,350 株であります。 

２.当期減少額は、前期決算の欠損填補による減少であります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,690,000 － 1.48 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,648,257 1,732,614 1.45 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,863,838 2,471,294 1.45 2007年～2010年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 6,202,095 4,203,908 － － 

 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 1,343,692 587,602 300,000 240,000 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 684,880 － － 684,880 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (4,674,000) (  －) (  －) (4,674,000) 

普通株式 （千円） 684,880 － － 684,880 

計 （株） (4,674,000) (  －) (  －) (4,674,000) 

計 （千円） 684,880 － － 684,880 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 783,087 － 311,299 471,787 

計 （千円） 783,087 － 311,299 471,787 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 31,037 － 31,037 － 

（任意積立金）      

別途積立金 （千円） 100,000 － 100,000 － 

計 （千円） 100,000 － 100,000 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 84,924 24,777 35,098 19,000 55,603 

賞与引当金 91,000 140,000 91,000 － 140,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生および回収ならびに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。 

ハ．商品 

区分 金額（千円） 

現金 74,814 

預金の種類  

当座預金 4,283 

普通預金 949,234 

別段預金 226 

小計 953,744 

合計 1,028,558 

相手先 金額（千円） 

㈱ニッキーフーズ 45,141 

㈲ニック 39,499 

㈲ユーアイフード 16,876 

㈱三栄本社 13,651 

㈱ヨコタエンタープライズ 12,200 

その他 285,959 

合計 413,328 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

454,645 18,809,817 18,851,134 413,328 97.9 8 

品目 金額（千円） 

食材及び包材資材 55,366 

合計 55,366 



ニ．貯蔵品 

ホ．差入保証金 

② 負債の部 

イ．買掛金 

ロ．預り保証金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

包材資材・消耗品他 8,813 

ジェフグルメカード 855 

合計 9,668 

相手先 金額（千円） 

㈱ジェイアール東日本都市開発 73,209 

大和工商リース㈱ 56,600 

中央ビル 飯塚 正司 46,000 

㈱モスフードサービス 38,590 

華山企業㈱ 36,000 

その他 1,861,785 

合計 2,112,184 

相手先 金額（千円） 

㈱ゼンショー 268,571 

中部飼料㈱ 47,114 

㈱アイマックコーポレーション 42,610 

双日食料㈱ 41,080 

㈱グローバルテーブルサプライ 40,654 

その他 241,094 

合計 681,126 

内訳 金額（千円） 

加盟店転貸入居保証金 452,519 

営業保証金 33,600 

合計 486,119 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注1） 2003年４月１日より、株券失効制度が創設されたこと等により、株券喪失登録の申請に係る手数料は以下 

 のとおりです。 

・株券喪失登録の申請に係る手数料 

申請１件につき         9,030円（消費税込） 

            株券１枚につき          525円（消費税込） 

（注2）  2006年6月22日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、「電子公告制度の導入のための 

     商法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第87号）に基づき、公告の方法は電子公告となりました。 

     ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載致します。 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え（注1）  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法（注2） 

  

日本経済新聞 

なお、決算公告については、貸借対照表および損益計算書を当社の 

ホームページに掲載しております。ホームページアドレスは以下の 

とおりです。 

http://www.nakau.co.jp/ir/koukoku.html 

株主に対する特典 

毎年３月、９月の各末日の株主名簿および実質株主名簿に記載された単

元株以上所有株主に対し、毎回以下の株主優待券を贈呈します。 

         100株以上 1,000円相当 

         500株以上 3,000円相当 

        1,000株以上 6,000円相当 

        2,000株以上 9,000円相当 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社である株式会社ゼンショーは、継続開示会社であり株式会社東京証券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）（自 2004年４月１日 至 2005年３月31日）2005年６月24日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 2005年７月５日近畿財務局長に提出。 

 2005年６月24日に提出しました第36期（自 2004年４月１日 至 2005年３月31日）有価証券報告書の 

 記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するための報告書であります。 

(3）臨時報告書 

 2005年４月28日近畿財務局長に提出。 

「証券取引法第24条の５第４項」ならびに「企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要 

 株主の異動）」の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 2005年８月５日近畿財務局長に提出。 

「証券取引法第24条の５第４項」ならびに「企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号

（親会社の異動及び主要株主の異動）」の規定に基づく臨時報告書であります。 

(5）半期報告書  

（第37期中）（自 2005年4月1日 至 2005年9月30日） 

 2005年12月22日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年６月24日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会 御中   

 新 日 本 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小西 文夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉山 正治  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 竹野 俊成  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社なか卯の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

なか卯の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

   で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年６月22日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会 御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 輝夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 美晃  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 三浦  洋  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社なか卯の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

なか卯の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針３.固定資産の減価償却の方法に記載されているとおり、会社は有形固定資産の減価償却の方法を定率

法から定額法に変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

   で別途保管しております。 
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